
 

第 50 回 新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部 次第 

 

日 時 令和４年１月19日（水）17時30分から     

場 所 西庁舎６階災害対策本部室 

 

議題 

 

１． まん延防止等重点措置の適用に係る今後の対応について 

 

２．その他 

 



１ 

（案） 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針変更（令和４年 月 日）（新旧対照表） 

（主な変更点） 

（下線部分は改定箇所） 

変 更 案 現 行 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

令和３年 11 月 19 日（令和４年１月○日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

序文（略） 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

（１）新型コロナウイルス感染症の特徴

新型コロナウイルス感染症については、以下のよう

な特徴がある。 

（略） 

・ この中で、現在、感染力が強く、再感染リスク増

加やワクチンの効果を弱める可能性が指摘されて

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

令和３年 11 月 19 日（令和４年１月７日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

序文（略） 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

（１）新型コロナウイルス感染症の特徴

新型コロナウイルス感染症については、以下のよう

な特徴がある。 

（略） 

・ この中で、現在、感染力が強く、再感染リスク増

加やワクチンの効果を弱める可能性が指摘されて

（第20回基本的対処方針分科会資料）
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取り消し線
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いる B.1.1.529 系統の変異株（オミクロン株）の

国内における急速な感染拡大が懸念されている。

オミクロン株については、令和３年 11 月 24 日に

南アフリカから WHO へ最初のオミクロン株感染例

が報告されてから、令和４年１月７日までに全世

界で 149 か国から感染例が報告され、感染拡大が

進んでいる。我が国においては、令和３年 11 月 28

日に懸念される変異株（Variant of Concern：VOC）

に位置付けられ、令和４年１月 13 日までに水際関

係を含め 3,699 例の感染例が報告されている。 

・ オミクロン株については、国内外の報告から感

染・伝播性の増加が示唆されており、デルタ株に比

べて世代時間、倍加時間や潜伏期間の短縮、二次感

染リスクや再感染リスクの増大が確認されており、

感染拡大のスピードが極めて速い。国内においても

感染例の急増と、オミクロン株への置き換わりが確

認されている。まず軽症者の数が急激に増加し、併

せて中等症者も一定程度増加し、その後、高齢者に

伝播し、重症者数、入院者数も増え医療全体がひっ

迫し、更に社会機能の維持も困難になってくること

いる B.1.1.529 系統の変異株（オミクロン株）の

国内における感染拡大が懸念されている。オミク

ロン株については、令和３年 11 月 24 日に南アフ

リカから WHO へ最初のオミクロン株感染例が報告

されてから、令和４年１月５日までに全世界で 128

か国から感染例が報告され、感染拡大が進んでい

る。我が国においては、令和３年 11 月 28 日に懸

念される変異株（Variant of Concern：VOC）に位

置付けられ、令和４年１月５日までに水際関係を

含め 1,480 例の感染例が報告されている。 

・ オミクロン株については、海外の報告から感染・

伝播性の増加が示唆されており、感染源が確認でき

ていない事例が継続して発生している地域もあり、

国内においても感染例の急増につながることが懸

念される。また、ワクチン接種や自然感染による免

疫を逃避する性質が示唆されており、ワクチン２回

接種による発症予防効果がデルタ株と比較してオ

ミクロン株への感染では低い可能性がある一方、短

期間の調査結果ではあるが、３回目接種（追加接種）

により発症予防効果が高まる可能性が示唆されて
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も懸念される。また、ワクチン接種や自然感染によ

る免疫を逃避する性質が示唆されており、ワクチン

２回接種による発症予防効果がデルタ株と比較し

てオミクロン株への感染では著しく低下するもの

の、３回目接種（追加接種）により発症予防効果が

一時的に回復する可能性が示唆されている。また、

入院予防効果もデルタ株と比較してオミクロン株

においては一定程度の低下を認めるものの、発症予

防効果と比較すると保たれており、さらに、3 回目

接種により入院予防効果が回復するという報告が

ある。中和抗体薬については、オミクロン株への有

効性として中和活性の低下が報告されている薬剤

もあることから、投与に当たって留意が必要であ

る。 

（略） 

 

 なお、我が国においては、令和２年１月 15 日に最初

の感染者が確認された後、令和４年１月 17 日までに、

合計 1,743,136 人の感染者、18,434 人の死亡者が確認

されている。 

いる。（新設）中和抗体薬については、オミクロン

株への有効性として中和活性の低下が報告されて

いる薬剤もあることから、投与に当たって留意が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 なお、我が国においては、令和２年１月 15 日に最初

の感染者が確認された後、令和４年１月５日までに、合

計 1,733,269 人の感染者、18,390 人の死亡者が確認さ

れている。 
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（２）感染拡大防止のこれまでの取組 （略） 

 

（３）ワクチン接種の進展とこれに伴う患者像の変化 

  （略） 

  ワクチンの総接種回数は、令和４年１月 17 日現在で

２億回を超え、２回目接種を終えた方は約８割となっ

ている。 

  また、令和３年 12 月からは、追加接種を開始した。 

ワクチン接種は、デルタ株に対する重症化予防・発症

予防等の効果が期待されており、海外では一定の感染

予防効果を示唆する報告も見られる。我が国のデルタ

株の流行期における発症予防効果については、ワクチ

ン２回接種 14 日以降で 87％程度とする報告がある。最

も重症化リスクの高い群である高齢者の約９割が２回

接種を終えたこともあり、感染者数の増加に比べ、重症

者数、死亡者数の増加は少なくなっている。 

（略） 

今後、若年層の更なるワクチン接種の進展により、令

和３年夏と比べて、感染者や重症者は抑えられると期

 

（２）感染拡大防止のこれまでの取組 （略） 

 

（３）ワクチン接種の進展とこれに伴う患者像の変化 

  （略） 

  ワクチンの総接種回数は、令和４年１月５日現在で

２億回を超え、２回目接種を終えた方は約８割となっ

ている。 

  また、令和３年 12 月から、追加接種を開始した。 

ワクチン接種については、重症化予防・発症予防等の

効果が期待されており、海外では一定の感染予防効果

を示唆する報告も見られる。我が国のデルタ株の流行

期における発症予防効果については、ワクチン２回接

種 14 日以降で 87％程度とする報告がある。最も重症化

リスクの高い群である高齢者の約９割が２回接種を終

えたこともあり、感染者数の増加に比べ、重症者数、死

亡者数の増加は少なくなっている。 

（略） 

今後、若年層のワクチン接種の進展により、令和３年

夏と比べて、感染者や重症者は抑えられると期待され
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待されるほか、中和抗体薬や経口の抗ウイルス薬の重

症化予防効果も一定程度期待される一方、更なる感染

拡大が生じた場合には、感染者全体に占める高齢者の

割合が再び上昇すると考えられること、ワクチン接種

後にも新型コロナウイルス感染が確認される症例があ

ること、ワクチンの効果について、変異株の出現の可能

性や免疫の減衰の影響を踏まえ、引き続き基本的な感

染対策が重要である。また、オミクロン株については、

短期間の調査結果ではあるが、追加接種により発症予

防効果等が回復する可能性が示唆されており、まずは、

重症化リスクが高い高齢者などの方々を対象とし、そ

の後には、一般の方を対象として接種間隔を前倒しし

て接種を実施するなど、迅速にワクチン接種を進める

ことが重要である。 

 

（４）医療提供体制の強化 

  （略） 

  軽症から中等症（Ⅰ）の患者を投与対象とする初め

ての治療薬として令和３年７月 19 日に特例承認がな

された中和抗体薬「カシリビマブ／イムデビマブ」に

るほか、中和抗体薬や経口の抗ウイルス薬の重症化予

防効果も一定程度期待される一方、更なる感染拡大が

生じた場合には、感染者全体に占める高齢者の割合が

再び上昇すると考えられること、ワクチン接種後にも

新型コロナウイルス感染症と診断される症例があるこ

と、ワクチンの効果について、変異株の出現の可能性や

免疫の減衰の影響を踏まえ、引き続き基本的な感染対

策が重要である。また、オミクロン株については、短期

間の調査結果ではあるが、追加接種により発症予防効

果等が高まる可能性が示唆されており、重症化リスク

が高い高齢者などの方々を対象として、接種間隔を前

倒しして接種を実施するなど、迅速にワクチン接種を

進めることが重要である。 

 

 

（４）医療提供体制の強化 

  （略） 

  軽症から中等症（Ⅰ）の患者を投与対象とする初め

ての治療薬として令和３年７月 19 日に特例承認がな

された中和抗体薬「カシリビマブ／イムデビマブ」に
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ついては、短期入院による投与や投与後の観察体制の

確保等の一定の要件を満たした医療機関による自宅療

養者に対する外来・往診での投与等の取組を進めてき

た。また、同年９月 27 日には、中和抗体薬「ソトロビ

マブ」が、同年 12 月 24 日には、経口治療薬「モルヌ

ピラビル」が特例承認され、医療現場に供給されてい

る。「モルヌピラビル」については、令和４年１月 16 日

時点で、約 13,200 の医療機関と約 12,000 の薬局が登

録を終え、このうち、約 10,700 の医療機関・薬局に対

して、約 34,200 回分の薬剤を配送している。 

 

（５）令和３年９月の感染収束 （略） 

 

（６）オミクロン株の発生と感染拡大 

（略） 

政府は、感染・伝播性の増加が示唆されるオミクロン

株のリスクに対応するため、外国人の新規入国を停止

するとともに、帰国者には、10 日間の自宅待機と健康

観察を実施している（オミクロン株以外の変異株が支

配的となっていることが確認されている国・地域につ

ついては、短期入院による投与や投与後の観察体制の

確保等の一定の要件を満たした医療機関による自宅療

養者に対する外来・往診での投与等の取組を進めてき

た。また、同年９月 27 日には、中和抗体薬「ソトロビ

マブ」が、同年 12 月 24 日には、経口治療薬「モルヌ

ピラビル」が特例承認され、医療現場に供給されてい

る。「モルヌピラビル」については、令和４年１月６日

時点で、約 6,000 の医療機関と約 7,700 の薬局が登録

を終え、このうち、約 6,000 の医療機関・薬局に対し

て、約 17,400 回分の薬剤を配送している。 

 

（５）令和３年９月の感染収束 （略） 

 

（６）オミクロン株の発生と感染拡大 

（略） 

政府は、感染・伝播性の増加が示唆されるオミクロン

株のリスクに対応するため、外国人の新規入国を停止

するとともに、帰国者には、14 日間の自宅待機と健康

観察を実施している。加えて、オミクロン株に係る指定

国・地域からの帰国者には、検疫所の確保する施設での
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いては 14 日間としている。）。加えて、オミクロン株に

係る指定国・地域からの帰国者には、検疫所の確保する

施設での厳格な待機措置を講じている。また、原則とし

て、全ての国内新規感染者について、L452R 変異株 PCR

検査を行うとともに、その時点の検査能力を最大限発

揮して全ゲノム解析を実施し、早期探知の体制をとっ

ている。オミクロン株への置き換わりが進んだ自治体

（目安として L452R 変異株 PCR 検査陰性率が 70％の自

治体）については、感染者の５－10％分の変異株 PCR 検

査及びゲノム解析を実施することも可能としており、

引き続き変異株の発生動向を監視している。 

また、オミクロン株の濃厚接触者の待機期間につい

て、これまでに得られた科学的知見に基づき、14 日か

ら 10 日に短くするとともに、地域における社会機能の

維持のために必要な場合には、自治体の判断により、社

会機能を維持するために必要な事業（別添に掲げる事

業を参考として、自治体が適当と認める事業）に従事す

る者に限り、10 日を待たずに検査が陰性であった場合

でも待機を解除する取扱いを実施できることとしてい

る。 

厳格な待機措置を講じている。また、全ての国内新規感

染者について、L452R 変異株 PCR 検査を行うとともに、

その時点の検査能力を最大限発揮して全ゲノム解析を

実施し、早期探知の体制をとっている。（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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さらに、政府は、オミクロン株が急速に拡大する最悪

の事態に備えるため、水際対策の骨格を維持しつつ、予

防、検査、早期治療の枠組みを一層強化し、国内対策に

重点を移し始めている。ワクチンの追加接種について

は、まずは、重症化リスクが高い高齢者などの方々を対

象とし、その後には、一般の方を対象として接種間隔を

前倒しして接種を実施することとし、また、オミクロン

株について、海外渡航歴がなく、感染経路が不明の事案

が発生したことを受け、感染拡大が懸念される地域で

の無料検査を開始している。経口薬については令和３

年内の実用化を目指し、令和３年 12 月 24 日には「モ

ルヌピラビル」を特例承認し、医療現場に供給するなど

の取組を進めている。あわせて、都道府県における在宅

療養をされる方々への健康観察や訪問診療体制の準備

状況の自己点検を実施し、政府の方針として、在宅療養

体制が整った自治体において、自治体の総合的な判断

の下、感染の急拡大が確認された場合には、陽性者を全

員入院、濃厚接触者を全員宿泊施設待機としている取

組みを見直し、症状に応じて宿泊・自宅療養も活用し、

万全の対応ができるようにしている。 

さらに、政府は、オミクロン株が急速に拡大する最悪

の事態に備えるため、水際対策の骨格を維持しつつ、予

防、検査、早期治療の枠組みを一層強化し、国内対策に

重点を移す準備を始めている。ワクチンの追加接種に

ついては、重症化リスクが高い高齢者などの方々を対

象として、接種間隔を前倒しして接種を実施すること

とし、また、オミクロン株について、海外渡航歴がなく、

感染経路が不明の事案が発生したことを受け、感染拡

大が懸念される地域での無料検査を開始している。経

口薬については令和３年内の実用化を目指し、令和３

年 12 月 24 日には「モルヌピラビル」を特例承認し、

医療現場に供給するなどの取組を進めている。あわせ

て、都道府県における在宅療養をされる方々への健康

観察や訪問診療体制の準備状況の自己点検を実施し、

政府の方針として、在宅療養体制が整った自治体にお

いて、自治体の総合的な判断の下、感染の急拡大が確認

された場合には、陽性者を全員入院、濃厚接触者を全員

宿泊施設待機としている取組みを見直し、症状に応じ

て宿泊・自宅療養も活用し、万全の対応ができるように

している。 
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こうした状況に鑑み、令和４年１月７日には、感染状

況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況

について分析・評価を行い、感染の再拡大を防止する必

要性が高いこと等から、法第31条の４第１項に基づき、

まん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月９日か

ら同月 31 日までの 23 日間とし、重点措置区域を広島

県、山口県及び沖縄県とする公示を行った。 

令和４年１月 19 日には、感染状況や医療提供体制・

公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等

から、法第 31 条の４第１項に基づき、重点措置区域に

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

岐阜県、愛知県、三重県、香川県、長崎県、熊本県及び

宮崎県を追加する変更を行うとともに、群馬県、埼玉

県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛知

県、三重県、香川県、長崎県、熊本県及び宮崎県におい

てまん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月21日

から同年２月13日までの24日間とする公示を行った。

あわせて、オミクロン株による感染が急速に拡大して

いる状況等を踏まえ、後述するワクチン・検査パッケー

こうした状況に鑑み、令和４年１月７日には、感染状

況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況

について分析・評価を行い、感染の再拡大を防止する必

要性が高いこと等から、法第31条の４第１項に基づき、

まん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月９日か

ら同月 31 日までの 23 日間とし、重点措置区域を広島

県、山口県及び沖縄県とする公示を行った。 

（新設） 
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ジ制度については、原則として、当面適用しないことと

した。 

 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な

方針 （略） 

 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要

事項 

  二の全般的な方針を踏まえ、主として以下の重要事

項に関する取組を進める。 

（１）情報提供・共有 （略） 

 

（２）ワクチン接種 

  政府、都道府県及び市町村は、以下のように新型コ

ロナウイルス感染症に係るワクチン接種を行う。 

  ①～③ （略） 

  ④ 追加接種については、２回目接種完了から８か

月以上経過した方に順次、接種することを原則と

していたが、感染防止に万全を期する観点から、

まずは、重症化リスクが高い高齢者などの方々を

 

 

 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な

方針 （略） 

 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要

事項 

  二の全般的な方針を踏まえ、主として以下の重要事

項に関する取組を進める。 

（１）情報提供・共有 （略） 

 

（２）ワクチン接種 

  政府、都道府県及び市町村は、以下のように新型コ

ロナウイルス感染症に係るワクチン接種を行う。 

  ①～③ （略） 

  ④ 追加接種については、２回目接種完了から８か

月以上経過した方に順次、接種することを原則と

していたが、感染防止に万全を期する観点から、

重症化リスクが高い高齢者などの方々を対象とし
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対象とし、その後には、一般の方も対象として接

種間隔を前倒しして接種を実施する。（削除）追加

接種に使用するワクチンについては、１回目・２

回目に用いたワクチンの種類にかかわらず、ｍRNA

ワクチンを用いる。また、引き続き１回目・２回目

未接種者に対する接種機会を確保し、接種を促進

する。これらの接種に使用するワクチンについて、

安定的な供給を行う。 

 

 

  ⑤ 政府は、追加接種についても、これまでの接種

状況も踏まえた上で、引き続き、各地方公共団体

の接種会場や、職域（大学等を含む。）による接種

を実施するとともに、自衛隊による大規模接種会

場を設置し、地方公共団体によるワクチン接種に

係る取組を後押しする。 

  ⑥～⑨ （略） 

 

（３）サーベイランス・情報収集 （略） 

 

て、接種間隔を前倒しして接種を実施する。高齢

者等以外の方々への前倒しについては、今後の国

内の感染動向やワクチンの供給力等を踏まえつ

つ、引き続き検討する。追加接種に使用するワク

チンについては、１回目・２回目に用いたワクチ

ンの種類にかかわらず、ｍRNA ワクチンを用いる。

また、引き続き１回目・２回目未接種者に対する

接種機会を確保し、接種を促進する。これらの接

種に使用するワクチンについて、安定的な供給を

行う。 

  ⑤ 政府は、追加接種についても、これまでの接種

状況も踏まえた上で、引き続き、各地方公共団体

の接種会場や、職域（大学等を含む。）による接種

を実施する。 

 

 

  ⑥～⑨ （略） 

 

（３）サーベイランス・情報収集 （略） 
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（４）検査 

  ①～⑧ （略） 

  ⑨ 日常生活や経済社会活動における感染リスクを

引き下げるためには、ワクチン接種や検査による

確認を促進することが有効であり、政府は、都道

府県と連携しながら、ワクチン・検査パッケージ

制度又は対象者全員検査及び飲食、イベント、旅

行等の活動に際してワクチン接種歴や陰性の検査

結果を確認する民間の取組を推奨する。このため、

政府は、都道府県が、健康上の理由等によりワク

チン接種を受けられない者を対象としたワクチ

ン・検査パッケージ又はそれ以外の者も対象とし

た対象者全員検査等の検査を令和４年３月末まで

予約不要、無料とできるよう支援を行う。また、都

道府県は、感染が拡大傾向にある場合には、都道

府県知事の判断により、法第 24 条第９項に基づ

き、感染に不安を感じる無症状者に対して、ワク

チン接種者を含めて検査を受けることを要請する

ものとする。この場合において、都道府県はあら

かじめ政府と協議するものとする。政府は、都道

（４）検査 

  ①～⑧ （略） 

  ⑨ 日常生活や経済社会活動における感染リスクを

引き下げるためには、ワクチン接種や検査による

確認を促進することが有効であり、政府は、都道

府県と連携しながら、ワクチン・検査パッケージ

制度及び飲食、イベント、旅行等の活動に際して

ワクチン接種歴や陰性の検査結果を確認する民間

の取組を推奨する。このため、政府は、都道府県

が、健康上の理由等によりワクチン接種を受けら

れない者を対象として、ワクチン・検査パッケー

ジ等の検査を令和４年３月末まで予約不要、無料

とできるよう支援を行う。また、都道府県は、感染

が拡大傾向にある場合には、都道府県知事の判断

により、法第 24 条第９項に基づき、感染に不安を

感じる無症状者に対して、ワクチン接種者を含め

て検査を受けることを要請するものとする。この

場合において、都道府県はあらかじめ政府と協議

するものとする。政府は、都道府県が当該要請に

基づき検査を受検した者については、検査費用を
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府県が当該要請に基づき検査を受検した者につい

ては、検査費用を無料とすることができるよう支

援を行う。 

 

（５）まん延防止 

 １）緊急事態措置区域における取組等 

  （飲食店等に対する制限等） 

  ① 特定都道府県は、感染リスクが高いと指摘され

ている飲食の場を避ける観点から、法第 45 条第２

項等に基づき、酒類又はカラオケ設備を提供する

飲食店等（飲食業の許可を受けていないカラオケ

店及び利用者による酒類の店内持込みを認めてい

る飲食店を含む。酒類及びカラオケ設備の提供（利

用者による酒類の店内持込みを含む。）を取り止め

る場合を除く。）に対して休業要請を行うととも

に、上記以外の飲食店（宅配・テイクアウトを除

く。）に対して、営業時間の短縮（20 時までとす

る。）の要請を行うものとする。ただし、都道府県

知事の判断により、第三者認証制度の適用店舗（以

下「認証店」という。）において 21 時までの営業

無料とすることができるよう支援を行う。 

 

 

 

（５）まん延防止 

 １）緊急事態措置区域における取組等 

  （飲食店等に対する制限等） 

  ① 特定都道府県は、感染リスクが高いと指摘され

ている飲食の場を避ける観点から、法第 45 条第２

項等に基づき、酒類又はカラオケ設備を提供する

飲食店等（飲食業の許可を受けていないカラオケ

店及び利用者による酒類の店内持込みを認めてい

る飲食店を含む。酒類及びカラオケ設備の提供（利

用者による酒類の店内持込みを含む。）を取り止め

る場合を除く。）に対して休業要請を行うととも

に、上記以外の飲食店（宅配・テイクアウトを除

く。）に対して、営業時間の短縮（20 時までとす

る。）の要請を行うものとする。ただし、都道府県

知事の判断により、第三者認証制度の適用店舗（以

下「認証店」という。）において 21 時までの営業
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（酒類提供も可能）もできることとするほか、認

証店及び飲食を主として業としていない店舗にお

いて、対象者全員検査を実施した場合には、収容

率の上限を 50％としつつ、カラオケ設備を提供で

きることとする。 

 

    （略） 

② 特定都道府県は、法第 24 条第９項に基づき、飲

食店等及び飲食店等の利用者に対し、同一グルー

プの同一テーブルでの５人以上の会食を避けるよ

う要請するものとし、認証店における対象者全員

検査を実施した会食については、同一グループの

同一テーブルでの５人以上の会食も可能とする。 

 

③～⑤ （略） 

（施設の使用制限等） （略） 

（イベント等の開催制限） 

① （略） 

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による

確認を受けた場合、人数上限 10,000 人かつ収容

（酒類提供も可能）もできることとするほか、認

証店及び飲食を主として業としていない店舗にお

いて、ワクチン・検査パッケージ制度を適用又は

対象者全員検査を実施した場合には、収容率の上

限を 50％としつつ、カラオケ設備を提供できるこ

ととする。 

    （略） 

② 特定都道府県は、法第 24 条第９項に基づき、飲

食店等及び飲食店等の利用者に対し、同一グルー

プの同一テーブルでの５人以上の会食を避けるよ

う要請するものとし、認証店におけるワクチン・

検査パッケージ制度を適用又は対象者全員検査を

実施した会食については、同一グループの同一テ

ーブルでの５人以上の会食も可能とする。 

③～⑤ （略） 

（施設の使用制限等） （略） 

（イベント等の開催制限） 

① （略） 

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による

確認を受けた場合、人数上限 10,000 人かつ収容
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率の上限を 100％とする。さらに、対象者全員検

査を実施した場合には、人数上限を収容定員ま

でとすることを可能とする。 

 

（略） 

② （略） 

（外出・移動） 

特定都道府県は、法第 45 条第１項に基づき、混

雑した場所や感染リスクが高い場所への外出・移

動の自粛について協力の要請を行うものとする。

特に、感染対策が徹底されていない飲食店等や休

業要請又は営業時間短縮の要請に応じていない飲

食店等の利用を厳に控えることについて、住民に

徹底する。また、不要不急の帰省や旅行等都道府

県間の移動は、極力控えるように促す。この場合

において、対象者全員検査を受けた者は、その対

象としないことを基本とする。 

 

  （その他） （略） 

 ２）重点措置区域における取組等 

率の上限を 100％とする。さらに、ワクチン・検

査パッケージ制度を適用又は対象者全員検査を

実施した場合には、人数上限を収容定員までと

することを可能とする。 

（略） 

  ② （略） 

  （外出・移動） 

特定都道府県は、法第 45 条第１項に基づき、混

雑した場所や感染リスクが高い場所への外出・移

動の自粛について協力の要請を行うものとする。

特に、感染対策が徹底されていない飲食店等や休

業要請又は営業時間短縮の要請に応じていない飲

食店等の利用を厳に控えることについて、住民に

徹底する。また、不要不急の帰省や旅行等都道府

県間の移動は、極力控えるように促す。この場合

において、ワクチン・検査パッケージ制度の適用

又は対象者全員検査を受けた者は、その対象とし

ないことを基本とする。 

  （その他） （略） 

 ２）重点措置区域における取組等 
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   （略） 

  （飲食店等に対する制限等） 

  ① 都道府県は、感染リスクが高いと指摘されてい

る飲食の場を避ける観点から、都道府県知事の判

断による上記の重点措置を講じるべき区域（以下

「措置区域」という。）において、法第 31 条の６

第１項等に基づき、認証店以外の飲食店（宅配・テ

イクアウトを除く。）に対する営業時間の短縮（20

時までとする。）の要請を行うとともに、酒類の提

供を行わないよう要請するものとする。また、認

証店に対しては、営業時間の短縮（21 時までとす

ることを基本とする。）の要請を行うこととする。

この場合において、地域の感染状況等を踏まえ、

都道府県知事の判断により、酒類の提供を行わな

いよう要請することも可能とする（また、都道府

県知事の判断によっては、営業時間の短縮の要請

を行わないことも可能とする。）。 

    （略） 

  ② 都道府県は、措置区域において、法第 24 条第９

項に基づき、飲食店等及び飲食店等の利用者に対

   （略） 

  （飲食店等に対する制限等） 

  ① 都道府県は、感染リスクが高いと指摘されてい

る飲食の場を避ける観点から、都道府県知事の判

断により、上記の重点措置を講じるべき区域（以

下「措置区域」という。）において、法第 31 条の

６第１項等に基づき、認証店以外の飲食店（宅配・

テイクアウトを除く。）に対する営業時間の短縮

（20 時までとする。）の要請を行うとともに、酒類

の提供を行わないよう要請するものとする。また、

認証店に対しては、営業時間の短縮（21 時までと

することを基本とする。）の要請を行うこととす

る。この場合において、地域の感染状況等を踏ま

え、都道府県知事の判断により、酒類の提供を行

わないよう要請することも可能とする（また、都

道府県知事の判断によっては、営業時間の短縮の

要請を行わないことも可能とする。）。 

    （略） 

  ② 都道府県は、措置区域において、法第 24 条第９

項に基づき、飲食店等及び飲食店等の利用者に対
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し、同一グループの同一テーブルでの５人以上の

会食を避けるよう要請するものとし、認証店にお

ける対象者全員検査を実施した会食については、

同一グループの同一テーブルでの５人以上の会食

も可能とする（都道府県知事の判断により、ワク

チン・検査パッケージ制度を適用し、上記の取扱

いを行うことを可能とする。）。 

  ③・④ （略） 

  （施設の使用制限等） （略） 

  （イベント等の開催制限） 

  ① （略） 

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による

確認を受けた場合、人数上限 20,000 人かつ収

容率の上限を 100％とする。さらに、対象者全

員検査を実施した場合には、人数上限を収容定

員までとすることを可能とする（都道府県知事

の判断により、ワクチン・検査パッケージ制度

を適用し、上記の取扱いを行うことを可能とす

る。）。 

（略） 

し、同一グループの同一テーブルでの５人以上の

会食を避けるよう要請するものとし、認証店にお

けるワクチン・検査パッケージ制度を適用又は対

象者全員検査を実施した会食については、同一グ

ループの同一テーブルでの５人以上の会食も可能

とする。 

 

  ③・④ （略） 

  （施設の使用制限等） （略） 

  （イベント等の開催制限） 

  ① （略） 

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による

確認を受けた場合、人数上限 20,000 人かつ収

容率の上限を 100％とする。さらに、ワクチン・

検査パッケージ制度を適用又は対象者全員検

査を実施した場合には、人数上限を収容定員ま

でとすることを可能とする。 

 

 

（略） 
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  ② （略） 

  （外出・移動） 

  ① （略） 

  ② 都道府県は、措置区域において、法第 24 条第９

項に基づき、混雑した場所や感染リスクが高い場

所への外出・移動の自粛及び感染対策が徹底され

ていない飲食店等の利用を自粛すること等につい

て、住民に対して協力の要請を行うものとする。

また、不要不急の都道府県間の移動、特に緊急事

態措置区域との往来は、極力控えるように促すも

のとする。この場合において、対象者全員検査を

受けた者は、その対象としないことを基本とする

（都道府県知事の判断により、ワクチン・検査パ

ッケージ制度を適用し、上記の取扱いを行うこと

を可能とする。）。 

  （その他） （略） 

３）緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府

県における取組等 

 （飲食店等に対する制限等） 

 ① （略） 

  ② （略） 

  （外出・移動） 

  ① （略） 

  ② 都道府県は、措置区域において、法第 24 条第９

項に基づき、混雑した場所や感染リスクが高い場

所への外出・移動の自粛及び感染対策が徹底され

ていない飲食店等の利用を自粛すること等につい

て、住民に対して協力の要請を行うものとする。

また、不要不急の都道府県間の移動、特に緊急事

態措置区域との往来は、極力控えるように促すも

のとする。この場合において、ワクチン・検査パッ

ケージ制度の適用又は対象者全員検査を受けた者

は、その対象としないことを基本とする。 

 

 

  （その他） （略） 

３）緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府

県における取組等 

 （飲食店等に対する制限等） 

 ① （略） 
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 ② 都道府県は、感染拡大の傾向がみられる場合に

は、法第 24 条第９項に基づき、飲食店等及び飲食

店等の利用者に対し、同一グループの同一テーブ

ルでの５人以上の会食を避けるよう要請するもの

とし、認証店における対象者全員検査を実施した

会食については、同一グループの同一テーブルで

の５人以上の会食も可能とする（都道府県知事の

判断により、ワクチン・検査パッケージ制度を適用

し、上記の取扱いを行うことを可能とする。）。 

 ③ （略） 

 （施設の使用制限等） （略） 

 （イベント等の開催制限） （略） 

 （外出・移動） 

 ① 都道府県は、帰省や旅行等、都道府県をまたぐ移

動は、「三つの密」の回避を含め基本的な感染防止

策を徹底するよう促すものとする。また、緊急事態

措置区域及び重点措置区域への不要不急の移動

は、極力控えるように促すものとし、この場合にお

いて、対象者全員検査を受けた者は、その対象とし

ないことを基本とする（都道府県知事の判断によ

 ② 都道府県は、感染拡大の傾向がみられる場合に

は、法第 24 条第９項に基づき、飲食店等及び飲食

店等の利用者に対し、同一グループの同一テーブ

ルでの５人以上の会食を避けるよう要請するもの

とし、認証店におけるワクチン・検査パッケージ制

度を適用又は対象者全員検査を実施した会食につ

いては、同一グループの同一テーブルでの５人以

上の会食も可能とする。 

 

 ③ （略） 

 （施設の使用制限等） （略） 

 （イベント等の開催制限） （略） 

 （外出・移動） 

 ① 都道府県は、帰省や旅行等、都道府県をまたぐ移

動は、「三つの密」の回避を含め基本的な感染防止

策を徹底するよう促すものとする。また、緊急事態

措置区域及び重点措置区域への不要不急の移動

は、極力控えるように促すものとし、この場合にお

いて、ワクチン・検査パッケージ制度の適用又は対

象者全員検査を受けた者は、その対象としないこ
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り、ワクチン・検査パッケージ制度を適用し、上記

の取扱いを行うことを可能とする。）。 

こうした対応が難しいと判断される場合は、帰

省や旅行を控えるよう促すものとする。発熱等の

症状がある場合は、帰省や旅行を控えるよう促す

ものとする。 

 ②・③ （略） 

 （その他） （略） 

４）職場への出勤等 

 （都道府県から事業者への働きかけ） 

 ① 都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行う

よう働きかけを行うものとする。 

  ・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗

いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距離

確保、事業場の換気励行、複数人が触る箇所の消

毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、

軽症状者に対する抗原簡易キット等を活用した

検査、出張による従業員の移動を減らすための

テレビ会議の活用、昼休みの時差取得、社員寮等

の集団生活の場での対策等）や、「三つの密」等

とを基本とする。こうした対応が難しいと判断さ

れる場合は、帰省や旅行を控えるよう促すものと

する。発熱等の症状がある場合は、帰省や旅行を控

えるよう促すものとする。 

 

 

 ②・③ （略） 

 （その他） （略） 

４）職場への出勤等 

 （新設） 
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を避ける行動を徹底するよう、実践例も活用し

ながら促すこと。特に職場での「居場所の切り替

わり」（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意する

よう周知すること。 

  ・ 感染防止策の徹底のため、二酸化炭素濃度測定

器等の設置を支援するとともに、ビル管理者等

に対して、換気の状況を二酸化炭素濃度測定器

により確認する場合の留意点等を周知するこ

と。 

  ・ さらに、職場や店舗等に関して、業種別ガイド

ライン等を実践するよう働きかけること。 

  ・ 高齢者や基礎疾患を有する者等重症化リスク

のある労働者、妊娠している労働者及び同居家

族にそうした者がいる労働者については、本人

の申出等を踏まえ、在宅勤務（テレワーク）や時

差出勤等の感染予防のための就業上の配慮を行

うこと。 

 ② 特定都道府県は、事業者に対して、上記①に加

え、以下の取組を行うよう働きかけを行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 特定都道府県は、事業者に対して、下記③に示さ

れた感染防止のための取組等に加え、以下の取組

を行うよう働きかけを行うものとする。 
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（略） 

・ 職場においては、「感染リスクが高まる「５つ

の場面」」を避ける行動を徹底するよう、実践例

も活用しながら促すこと。（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確

保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業

務を支援する事業者においては、「三つの密」を

避けるために必要な対策を含め、十分な感染防

止策を講じつつ、感染者や濃厚接触者が発生し、

欠勤者が多く発生する場合においても、 事業の

（略） 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗

いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距

離確保、事業場の換気励行、複数人が触る箇所

の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤

自粛、軽症状者に対する抗原簡易キット等を活

用した検査、出張による従業員の移動を減らす

ためのテレビ会議の活用、昼休みの時差取得、

社員寮等の集団生活の場での対策等）や、「三つ

の密」及び「感染リスクが高まる「５つの場面」」

等を避ける行動を徹底するよう、実践例も活用

しながら促すこと。特に職場での「居場所の切

り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意

するよう周知すること。 

（新規） 
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特性を踏まえ、業務を継続すること。 

  ③ 重点措置区域である都道府県においては、事業

者に対して、上記①に加え、以下の取組を行うよ

う働きかけを行うものとする。 

 

（略） 

・ 職場においては、「感染リスクが高まる「５つ

の場面」」を避ける行動を徹底するよう、実践例

も活用しながら促すこと。（削除） 

 

 

 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確

保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業

務を支援する事業者においては、「三つの密」を

避けるために必要な対策を含め、十分な感染防

止策を講じつつ、感染者や濃厚接触者が発生し、

欠勤者が多く発生する場合においても、事業の

特性を踏まえ、業務を継続すること。 

④ 緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都 

 

  ② 重点措置区域である都道府県においては、下記

③に示された感染防止のための取組等に加え、事

業者に対して、以下の取組を行うよう働きかけを

行うものとする。 

（略） 

・ 職場においては、①に記載された感染防止の

ための取組や、「三つの密」及び「感染リスクが

高まる「５つの場面」」等を避ける行動を徹底す

るよう、実践例も活用しながら促すこと。特に

職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣

室、喫煙室等）に注意するよう周知すること。 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

③ 緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都 
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道府県においては、事業者に対して、上記①に加

え、以下の取組を行うよう働きかけを行うものと

する。 

・ 在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通

勤等、人との接触を低減する取組を推進するこ

と。 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

道府県においては、以下の取組を行うものとする。 

 

 

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時

差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する

取組を働きかけること。 

・ 職場においては、①に記載された感染防止の

ための取組や、「三つの密」等を避ける行動を徹

底するよう、実践例も活用しながら促すこと。

特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、

更衣室、喫煙室等）に注意するよう周知するこ

と。 

・ 感染防止策の徹底のため、二酸化炭素濃度測

定器等の設置を支援するとともに、ビル管理者

等に対して、換気の状況を二酸化炭素濃度測定

器により確認する場合の留意点等を周知するこ

と。 

・ さらに、職場や店舗等に関して、業種別ガイド

ライン等を実践するよう働きかけること。 

・ 高齢者や基礎疾患を有する者等重症化リスク
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（削除） 

 

 

 

 

 

（政府等の取組） 

⑤ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワー

ク）、ローテーション勤務、時差出勤、自転車通勤

等、人との接触を低減する取組を自ら進めるとと

もに、事業者に対して必要な支援等を行う。 

⑥ 政府は、上記①、②、③及び④示された感染防

止のための取組等を働きかけるため、特に留意す

べき事項を提示し、事業場への訪問等事業者と接

する機会等を捉え、事業者自らが当該事項の遵守

のある労働者、妊娠している労働者及び同居家

族にそうした者がいる労働者については、本人

の申出等を踏まえ、在宅勤務（テレワーク）や時

差出勤等の感染予防のための就業上の配慮を行

うこと。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確

保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業

務を支援する事業者においては、「三つの密」を

避けるために必要な対策を含め、十分な感染防

止策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務を

継続すること。 

（新規） 

④ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワー

ク）、ローテーション勤務、時差出勤、自転車通勤

等、人との接触を低減する取組を自ら進めるとと

もに、事業者に対して必要な支援等を行う。 

⑤ 政府は、上記①、②及び③に示された感染防止

のための取組等を働きかけるため、特に留意すべ

き事項を提示し、事業場への訪問等事業者と接す

る機会等を捉え、事業者自らが当該事項の遵守状
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状況を確認するよう促す。また、遵守している事

業者に、対策実施を宣言させるなど、感染防止の

ための取組が勧奨されるよう促す。さらに、経済

団体に対し、在宅勤務（テレワーク）の活用等に

よる出勤者数の削減の実施状況を各事業者が自ら

積極的に公表し、取組を促進するよう要請すると

ともに、公表された情報の幅広い周知について、

関連する事業者と連携して取り組む。 

 ５）学校等の取扱い 

① 文部科学省は、学校設置者及び大学等に対して 

一律に臨時休業を求めるのではなく、地域の感染

状況に応じた感染防止策の徹底を要請する。幼稚

園、小学校、中学校、高等学校等については、子

供の健やかな学びの保障や心身への影響の観点か

ら、「学校における新型コロナウイルス感染症に関

する衛生管理マニュアル」等を踏まえた対応を要

請する。また、大学等については、感染防止と面

接授業・遠隔授業の効果的実施等による学修機会

の確保の両立に向けて適切に対応することを要請

する（緊急事態措置区域においては、大学等の感

況を確認するよう促す。また、遵守している事業

者に、対策実施を宣言させるなど、感染防止のた

めの取組が勧奨されるよう促す。さらに、経済団

体に対し、在宅勤務（テレワーク）の活用等によ

る出勤者数の削減の実施状況を各事業者が自ら積

極的に公表し、取組を促進するよう要請するとと

もに、公表された情報の幅広い周知について、関

連する事業者と連携して取り組む。 

５）学校等の取扱い 

① 文部科学省は、学校設置者及び大学等に対して

一律に臨時休業を求めるのではなく、地域の感染

状況に応じた感染防止策の徹底を要請する。幼稚

園、小学校、中学校、高等学校等については、子

供の健やかな学びの保障や心身への影響の観点か

ら、「学校における新型コロナウイルス感染症に関

する衛生管理マニュアル」等を踏まえた対応を要

請する。また、大学等については、感染防止と面

接授業・遠隔授業の効果的実施等による学修機会

の確保の両立に向けて適切に対応することを要請

する（緊急事態措置区域においては、大学等の感
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染対策の徹底とともに、遠隔授業もより一層活用

した学修者本位の授業の効果的な実施による学生

等の学修機会の確保を図る）。部活動、課外活動、

学生寮における感染防止策、懇親会や飲み会等に

ついては、学生等への注意喚起の徹底（緊急事態

措置区域及び重点措置区域においては、部活動や

課外活動における感染リスクの高い活動の制限又

は自粛（ただし、対象者全員検査の実施等により、

部活動や課外活動における感染リスクの高い活動

について可能とする。））を要請する。特に、発熱

等の症状がある学生等が登校や活動参加を控える

よう周知徹底を図る。また、大学、高等学校等に

おける軽症状者に対する抗原簡易キット等の活用

（部活動、各種全国大会前での健康チェック等に

おける活用を含む。）や、中学校、小学校、幼稚園

等の教職員や速やかな帰宅が困難であるなどの事

情のある児童生徒（小学校４年生以上）への抗原

簡易キットの活用を奨励する。また、教職員や受

験生へのワクチン接種が進むよう、大学拠点接種

を実施する大学に対し、地域の教育委員会や学校

染対策の徹底とともに、遠隔授業もより一層活用

した学修者本位の授業の効果的な実施による学生

等の学修機会の確保を図る）。部活動、課外活動、

学生寮における感染防止策、懇親会や飲み会等に

ついては、学生等への注意喚起の徹底（緊急事態

措置区域及び重点措置区域においては、部活動や

課外活動における感染リスクの高い活動の制限又

は自粛（ただし、ワクチン・検査パッケージ制度

の適用等により、部活動や課外活動における感染

リスクの高い活動について可能とする。））を要請

する。特に、発熱等の症状がある学生等が登校や

活動参加を控えるよう周知徹底を図る。また、大

学、高等学校等における軽症状者に対する抗原簡

易キット等の活用（部活動、各種全国大会前での

健康チェック等における活用を含む。）や、中学校、

小学校、幼稚園等の教職員や速やかな帰宅が困難

であるなどの事情のある児童生徒（小学校４年生

以上）への抗原簡易キットの活用を奨励する。ま

た、教職員や受験生へのワクチン接種が進むよう、

大学拠点接種を実施する大学に対し、地域の教育
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法人が大学拠点接種会場での接種を希望する場合

の積極的な協力を依頼するとともに、地方公共団

体に対し、大規模接種会場の運営に当たり、教育

委員会や私学担当部局がワクチン担当部局と連携

し、希望する教職員や受験生へのワクチン接種が

進むよう取組を行うなどの配慮を依頼する。大学

入試、高校入試等については、実施者において、

感染防止策や追検査等による受験機会の確保に万

全を期した上で、予定どおり実施する。 

 

②・③ （略） 

６） （略） 

 

（６）水際対策 （略） 

 

（７）医療提供体制の強化 （略） 

 

（８）治療薬の実用化と確保 （略） 

 

（９）経済・雇用対策 

委員会や学校法人が大学拠点接種会場での接種を

希望する場合の積極的な協力を依頼するととも

に、地方公共団体に対し、大規模接種会場の運営

に当たり、教育委員会や私学担当部局がワクチン

担当部局と連携し、希望する教職員や受験生への

ワクチン接種が進むよう取組を行うなどの配慮を

依頼する。大学入試、高校入試等については、実

施者において、感染防止策や追検査等による受験

機会の確保に万全を期した上で、予定どおり実施

する。 

②・③ （略） 

６） （略） 

 

（６）水際対策 （略） 

 

（７）医療提供体制の強化 （略） 

 

（８）治療薬の実用化と確保 （略） 

 

（９）経済・雇用対策 
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  新型コロナウイルス対応に万全を期すとともに、「成

長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」

による「新しい資本主義」を起動させ、国民の安全・安

心を確保するため、令和３年度補正予算を含む「コロ

ナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月

19 日閣議決定）を迅速かつ着実に実行する。具体的に

は、事業復活支援金、雇用調整助成金、実質無利子・無

担保融資、子育て世帯等に対する給付、マイナポイン

ト等の事業や雇用・生活・暮らしを守る支援策を着実

に実施する。あわせて、感染状況について最悪の事態

を想定して、医療提供体制の強化やワクチン接種の促

進、治療薬の確保に万全を期し、経済社会活動を極力

継続できる環境を作り、安全・安心を確保していく。 

 

（略） 

 

（10）その他重要な留意事項 

１）偏見・差別等への対応、社会課題への対応等 （略） 

２）関係機関との連携の推進 （略） 

３）社会機能の維持 

  新型コロナウイルス対応に万全を期すとともに、「成

長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」

による「新しい資本主義」を起動させ、国民の安全・安

心を確保するため、令和３年度補正予算を含む「コロ

ナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月

19 日閣議決定）を迅速かつ着実に実行する。具体的に

は、事業復活支援金、雇用調整助成金、実質無利子・無

担保融資、子育て世帯等に対する給付、マイナポイン

ト等の事業や雇用・生活・暮らしを守る支援策を着実

に実施する。あわせて、感染状況について最悪の事態

を想定して、医療提供体制の強化やワクチン接種の促

進、治療薬の確保に万全を期し、ワクチン・検査パッケ

ージ等を活用し、経済社会活動を極力継続しつつ、安

全・安心を確保していく。 

（略） 

 

（10）その他重要な留意事項 

１）偏見・差別等への対応、社会課題への対応等 （略） 

２）関係機関との連携の推進 （略） 

３）社会機能の維持 
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 ①～③ （略） 

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務 

を行う事業者は、国民生活及び国民経済安定のた

め、業務継続計画の点検を行い、事業の継続を図る。 

⑤ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を

行う事業者についても、テレビ会議及び在宅勤務

（テレワーク）の積極的な実施に努める。 

⑥ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の

把握に努め、必要に応じ、国民への周知を図る。 

⑦ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブ

ル等を防止するため、必要に応じ、警戒警備を実施

する。 

⑧ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するととも

に、取締りを徹底する。 

 

 

（別添）事業の継続が求められる事業者 

 

 

 

 ①～③ （略） 

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務 

を行う事業者は、国民生活及び国民経済安定のた

め、業務継続計画の点検を行い、事業の継続を図る。 

（新規） 

 

 

⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の

把握に努め、必要に応じ、国民への周知を図る。 

⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブ

ル等を防止するため、必要に応じ、警戒警備を実施

する。 

⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するととも

に、取締りを徹底する。 

 

 

（別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業

者 
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  以下、事業者等については、「三つの密」を避けるた

めの取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める。 

 

 １．医療体制の維持 （略） 

 

 ２．支援が必要な方々の保護の継続 （略） 

 

 ３．国民の安定的な生活の確保 （略） 

 

 ４．社会の安定の維持 

 ・社会の安定の維持の観点から、企業の活動を維持す

るために不可欠なサービスを提供する関係事業者の

最低限の事業継続を要請する。 

 

①～⑦ （略） 

 

 ５．その他 

 ・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難

なもの（高炉や半導体工場等）、医療・支援が必要な

人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプ

  以下、事業者等については、「三つの密」を避けるた

めの取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める。 

 

 １．医療体制の維持 （略） 

 

 ２．支援が必要な方々の保護の継続 （略） 

 

 ３．国民の安定的な生活の確保 （略） 

 

 ４．社会の安定の維持 

 ・社会の安定の維持の観点から、緊急事態宣言の期間

中にも、企業の活動を維持するために不可欠なサー

ビスを提供する関係事業者の最低限の事業継続を要

請する。 

①～⑦ （略） 

 

 ５．その他 

 ・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難

なもの（高炉や半導体工場等）、医療・支援が必要な

人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプ



32 

ライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているも

のについては、感染防止に配慮しつつ、継続する。ま

た、医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する

事業者等にも、事業継続を要請する。 

 ・学校等については、児童生徒等や学生の学びの継続

の観点等から、「学校における新型コロナウイルス感

染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ、事

業継続を要請する。 

ライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているも

のについては、感染防止に配慮しつつ、継続する。ま

た、医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する

事業者等にも、事業継続を要請する。 

 （新規） 

 



特措法に基づく
まん延防止等重点措置に係る

神奈川県実施方針

令和４年１月19日



1

県内全市町村

まん延防止等重点措置の区域と期間

【対象区域】

令和４年１月２１日（金）から
２月１３日（日）まで（24日間）

【実施期間】



県民向け 一人ひとりが徹底用心（マスク飲食、MASKなど基本的な感染防止対策の徹底）

飲
食
店

時
短
等

【マスク飲食実施店認証店】
①５時から21時までの時短要請・酒類提供可（11時~20時）
協力金：2.5～7.5万円／日

②５時から20時までの時短要請・酒類提供停止
協力金：３～10万円／日

【非認証店】

５時から20時までの時短要請・酒類提供停止
協力金：３～10万円／日

人数 １テーブル４人以内
大規模

集客施設等 入場整理・人数制限などの感染防止対策 業種別ガイドライン遵守

イベント

【安全計画を策定した場合】収容定員：上限２万人

まん延防止等重点措置の内容

2

①と②のどちらかを
認証店が選択可能

5,000人以下の施設 5,000人超の施設

大声あり チェックリスト公表 5,000人を上限として収容定員の半分まで可

大声なし
チェックリスト公表（安全計画なし） 収容定員まで可 5,000人まで可

安全計画策定 ２万人を上限として収容定員まで可
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県民の皆さんに対して

一人ひとりが徹底用心

〇 時短要請している時間以降、飲食店の利用の自粛（法第31条の６第２項）

〇 感染対策が徹底されていない飲食店の利用の自粛（法第24条第９項）

〇 生活に必要な場合を除き、県境をまたぐ移動の自粛（法第24条第９項）

〇 昼夜を問わずマスク飲食の実践、 M・A・S・Kによる基本的感染防止対策等
の徹底（法第24条第９項）

〇 人混みは危険という意識を持ち、混雑を避ける、 「三つの密」の回避、
マスクなしの会話を回避（法第24条第９項）

〇 感染に不安を感じる無症状者は、ワクチン接種済者を含めて検査を受けること

を推奨 （法第24条第９項）

※生活に必要な場合の例

医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、

必要な出勤・通学、自宅近隣における屋外での運動や散歩など、

生活や健康の維持のために必要なもの
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飲
食
店
等

〇営業時間の短縮（法第31条の６第１項）

〇利用者の人数制限（法第24条第9項）

１テーブル４人以内
※認証店である披露宴会場など（慶弔行事に使用する場合）は、対象者に対する
全員検査を当日中に行った場合、人数制限なし

〇業種別ガイドライン遵守（法第24条第9項）

大規
模集
客施
設等

〇入場整理・人数制限などの感染防止対策の要請
（法第31条の６第１項、令第５条の５）

〇業種別ガイドライン遵守（法第24条第9項）

【マスク飲食実施店認証店】 【非認証店】

①５時から21時までの時短要請・酒類提供可
協力金：2.5～7.5万円／日 （11時~20時）

②５時から20時までの時短要請・酒類提供停止
協力金：３～10万円／日

上記①と②のどちらかを認証店が選択

５時から20時までの時短要請・酒類提供停止
協力金：３～10万円／日

飲食店・大規模集客施設等に対して
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イ
ベ
ン
ト

〇次の人数上限の遵守を要請（法第24条第９項）

※１ 大声の定義「観客等が、通常よりも大きな声量で、反復・継続的に声を発すること」
※２ ・安全計画を策定しない場合は、チェックリストの公表が必要

・安全計画の策定は、「大声なし」の担保が前提
※３ 対象者に対する全員検査を当日中に行う場合には、２万人の上限は対象外として、

人数上限を収容定員までとする。

〇業種別ガイドラインの遵守（法第24条第9項）

〇入場者の感染防止のための基本的な感染防止対策（法第24条第9項）

イベントに対して

5,000人以下の施設 5,000人超の施設

大声あり チェックリスト公表 5,000人を上限として収容定員の半分まで可

大声なし

チェックリスト公表
（安全計画なし）

収容定員まで可 5,000人まで可

安全計画策定 ２万人を上限として収容定員まで可



その他

〇 別途定める「新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた
県の基本方針」に基づき対応

・ 県民利用施設は、個別の施設の実情に応じて、基本的な感染防止対策を徹底

した上で運営 等

〇 業種別ガイドラインの遵守（法第24条第9項）
〇 感染対策をとりつつ、感染者等が多く発生した場合でも、ライフライン等を

維持する業務の継続（働きかけ）
〇 職場における感染防止のための取組み（テレビ会議の活用等）（働きかけ）
〇 在宅勤務（テレワーク）等の推進（働きかけ）
〇 感染リスクが高まる「５つの場面」を避ける行動（働きかけ）

【事業者全般に対して】

【県機関の対応】

〇 かながわ旅割の事業開始は延期
〇 Go To Eat 食事券事業は、店内飲食での利用を控え、テイクアウトや

デリバリーで利用するよう呼びかけ
※  ３月22日までとされている利用期間は延長される見込み

【社会経済活動を促進する県の取組】

6

※①飲酒を伴う懇親会等、 ②大人数や長時間におよぶ飲食、③マスクなしでの会話、④狭い空間での共同生活、⑤居場所の切り替わり



飲食店等に対する協力金（第16弾）について（案）
対象区域 県内全市町村
対象施設 食品衛生法に基づく飲食店営業又は喫茶店営業の許可を受けた飲食店等

想定対象店舗数 約40,000店舗

飲食店の区分 マスク飲食実施店認証店
※どちらかを店舗ごとに選択可能 非認証店

協力金の
交付要件
(1/21～
２/13の
24日間）

要請区分 要請Ａ 要請Ｂ 要請Ｃ
営業時間 ・５時から21時まで ・５時から20時まで ・５時から20時まで

酒類提供
時間

・酒類の提供は11時から20時まで ・酒類の提供を終日停止
(酒類の店内持込を含む)

・酒類の提供を終日停止
(酒類の店内持込を含む)

その他の
交付要件

－ －
〇感染防止対策取組書の掲示
〇マスク飲食の推奨

○１テーブル４人以内。ただし、認証店である披露宴会場など（慶弔行事に使用する会
場）は、対象者に対する全員検査を当日中に行った場合、人数制限なし

○１テーブル４人以内

協力金の算定方法

＜中小企業＞売上高方式
前(前々、前々々)年の売上高×0.3
(下限2.5万円/日、上限7.5万円/日)

＜大企業＞
売上高減少額方式(中小企業も選択可)
前(前々、前々々)年からの売上高
減少額×0.4
（下限なし、上限は「20万円/日」又は
「前(前々、前々々)年の売上高×0.3」
のいずれか低い額）

※全期間、Ａの要請内容を満たした場合の１日
当たり交付額
※期間の途中でＡ⇒ＢまたはＢ⇒Ａの要請内容に
変更した場合は、全期間この金額を交付

＜中小企業＞売上高方式
前(前々、前々々)年の売上高×0.4
(下限３万円/日、上限10万円/日)

＜大企業＞
売上高減少額方式(中小企業も選択可)
前(前々、前々々)年からの売上高
減少額×0.4
（下限なし、上限は「20万円/日」）

※全期間、Ｂの要請内容を満たした場合の１日
当たり交付額
※期間の途中でＡの要請内容に変更した場合は、
全期間Ａの金額を交付

＜中小企業＞売上高方式
前(前々、前々々)年の
売上高×0.4
(下限３万円/日、
上限10万円/日)

＜大企業＞
売上高減少額方式(中小企業

も選択可)
前(前々、前々々)年から
の売上高減少額×0.4
（下限なし、上限は「20万
円/日」）

先行交付 実施しない

所要額 協力金 約４００億円



協力金の１日当たり交付額（売上高方式）

３万円～
10万円

・ 全期間、20時までの時短（酒類提供なし）又は
休業

B
要請Ｂ

１日当たり

交付額

・ 全期間、21時までの時短（酒類提供20時まで）
Ａ1/21 ２/13

要請Ａ

2.5万円～
7.5万円

①マスク飲食実施店認証店

② 非認証店

要請Ｃ
３万円～

10万円
Ｃ

BA
・ 期間中、 １日でも20時を超えて営業（21時まで
の時短）又は酒類を提供

2.5万円～
7.5万円ＡB途中変更 B

Ａ ： 21時までの時短営業（酒類提供20時まで）

B ： 20時までの時短営業（酒類提供なし）又は休業

※ １日でも20時を超えて営業（21時まで）又は酒類を提供した場合は、
要請期間を通じて、2.5～7.5万円となります

Ｃ ： 20時までの時短営業（酒類提供なし）又は休業

・ 全期間、20時までの時短（酒類提供なし）又は
休業

注）１月21日の要請開始日に各店舗の時短営業等の
準備が間に合わない場合は、準備が整い次第開始し
ていただき、要請終了日（２月13日）まで継続していた
だいた場合に、時短営業を開始した日から要請終了日
までの協力金を交付します。

【凡例】

○１月21日の要請開始日までに、【要請Ａ】又は【要請Ｂ】を選択し、該当する掲示物を店先等に掲示。
○途中変更は可能とするが、その場合、全期間【要請Ａ】の協力金交付額（＠2.5万円～7.5万円/日）を適用。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針  

 

新型コロナウイルス感染症対策の神奈川県対処方針に定める「県機関における取組」

については、次のとおりとする。 

 

１ 全庁を挙げた対策の実施 

全部局・任命権者が新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部体制の下、急

を要しない事業の中止や見直しを徹底し、医療提供体制の維持、県内経済の安定

や県庁における非常時優先業務の継続に向けて、「全庁コロナ・シフト」を維持

する。 

 

２ 新しい生活様式の定着に向けた取組 

(1) 職員向け対策 

・ 職員一人ひとりが、日常の感染予防対策に努めるとともに、すべての所属

において換気や消毒など職場の感染予防対策に努める。 

・ テレワーク等を率先して実施することにより、職場の出勤者の減少や交通

機関の混雑緩和を図り、身体的距離を確保した環境づくりに努める。 

・ オフィスへの通勤や対面での業務を前提としない働き方を継続していくた

め、リモートによる会議の実施など、電子化・オンライン化を推進する。 

・ なお、これらの対策の具体的な対応については、状況の変化に応じて、適

宜通知により周知徹底を図る。 

              

 

                   

令和２年２月26日策定 

令和２年２月28日改定 

令和２年３月11日改定 

令和２年３月24日改定 

令和２年３月26日改定 

令和２年３月30日改定 

令和２年４月６日改定 

令和２年４月７日改定 

令和２年５月５日改定 

令和２年５月25日改定 

令和２年７月９日改定 

令和２年11月20日改定 

令和３年３月18日改定 

令和３年３月24日改定 

令和３年４月16日改定 

令和３年７月30日改定 

令和３年８月17日改定 

令和３年８月26日改定 

令和３年９月９日改定 

令和３年９月 28 日改定 

令和３年 10月 20日改定  
令和４年１月 19 日改定 
 



 

(2) 県民利用施設（＊入所施設を除く）                  

個々の施設の実情に応じて、基本的な感染防止対策を徹底したうえで、運営す

る。 
 

(3) 県民等への対応 
県民や事業者の皆様ができるだけ来庁しなくてすむように、県への提出物等に 

ついて、郵送やインターネットによる提出を周知・要請する。 
また、県民や事業者の皆様が来庁した場合に備えて、窓口における透明間仕切

りシートの設置などの感染症防止対策を実施する。 
業務上やむを得ず、県民や事業者等の相手方へ訪問する際には、最低限の人数・ 

時間とし、感染症の拡大防止対策に十分留意した上で行う。 

 

３ イベント等の実施の扱い 

別添資料１「イベント等の実施の扱い」 

 

４ 公立学校向け対策 

別添資料２「県教育委員会における今後の教育活動等について」 
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イベント等の実施の扱い 

 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針のうち「３イベント等の実施

の扱い」について、県が主催するイベント等については、県民、事業者、医療・福祉従事者

等の方々への支援等のために「全庁コロナ・シフト」の考え方のもと、職員を確保する観点

から、次のとおりとする。 
 

１ 対象期間 

令和４年３月 31日まで 

 
２ 対応 

（１）県が主催するイベント等 

「全庁コロナ・シフト」を継続するため、県が主催するイベント等は、原則、中止又    

は延期とする。 

なお、開催する場合は、「新型コロナウイルス感染症対策の神奈川県対処方針」に基

づき、イベントの開催制限を遵守するとともに、基本的な感染防止対策を徹底する。 

 
（２）会議・研修等 

不要・不急の会議・研修等については、原則、中止又は延期とする。 
なお、開催せざるを得ない会議・研修等は、まず電子会議への切替え、書面開催を検

討し、難しい場合には、規模の縮小、時間の短縮、座席間隔の確保や間引き等を行い、

基本的な感染防止対策を徹底したうえで、開催することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添資料１ 
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県教育委員会における今後の教育活動等について 
（令和４年１月 19日現在）  

 

１ 公立学校における対応について 
（１）県立学校 

まん延防止等重点措置期間中の感染状況、特に感染力が強いオミクロン株の影響に鑑み、

児童・生徒の安全安心を確保するため、基本的な感染防止対策を徹底しながら対応してい

く。 
＜高等学校、中等教育学校＞  

ア 当面の間は、朝の時差通学を徹底する。改めて公共交通機関の混雑時間等を確認した

上で、校長が登校時刻を設定する。併せて、下校時の混雑回避を図るため、授業につい

ては短縮授業とし、全日制課程は 40分×６コマ、定時制課程は 40分×４コマでの授業

実施を基本とする。 
イ 今後の感染状況により、必要に応じて分散登校が実施できるよう、校長はカリキュラ

ム等の検討を行う。 
＜特別支援学校＞ 

当面の間は、時差通学及び短縮授業を徹底する。改めて公共交通機関利用の児童・生徒

について、混雑時間等を確認した上で校長が登下校時刻を設定する。 
 

《県立学校における児童・生徒への対応》 

ア 基本的な対応について 

○ 児童・生徒、教職員の感染が確認された場合、保健所による濃厚接触者の特定や消

毒作業などの必要な対応が終了するまでは、その状況に応じて学校の一部又は全部を

臨時休業とする。  
○ 毎朝の検温などの健康観察を行い、発熱等体調不良の症状がある場合は登校せず、

自宅で休養すること、必要に応じて医療機関を受診するよう促す。 
○ 登校に不安を感じている児童・生徒については、その出欠席について柔軟に対応す

るとともに学びの保障に取り組む。 
イ 学習活動について 
○ 感染リスクの高い活動は可能な限り避けることとした上で、学びを継続する。 

ウ 部活動について 
○ 万全な感染防止対策を講じた上で活動する。感染リスクの高い活動は可能な限り

避ける。 
・活動場所は校内とし、活動は自校生徒のみとする。練習試合や合同練習は行わな

い。 ※合同チームの場合は、他校での活動を可とする。 
・活動は、平日の放課後のみ 90分程度、週４日を上限とする。 

○ 大会等への参加については、今後、開催の有無を確認しながら、別途、校長は県

教育委員会と協議の上、参加の可否を決定する。 
○ 合宿（県内及び校内合宿を含む）及び県外遠征については、中止とする。 
○ 大会等の 14日前以降、競技実施における怪我防止等の視点から校長が必要と認め

る場合は、練習試合、合同練習を含めた活動内容及び活動日数等について「神奈川

別添資料２ 
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県立学校に係る部活動の方針」に則った必要な活動を認める。その際も、感染防止

対策を徹底する。 
 エ 学校行事等について 
  ①修学旅行等について 
 ○ 修学旅行等の宿泊を伴う行事については、長時間の移動、集団での宿泊による感

染リスクがあることから、延期又は中止とする。 
  ○ 宿泊を伴わない校外活動のうち、県境を越えるものについては延期又は中止とす

る。 
  ②卒業式について 
  ○ 感染防止対策を徹底して実施する。 
  ○ 実施に当たっては、次のように対応する。 
   ・式場における座席の間隔は可能な限り広くとること。（左右は 60cm 程度、前後は

１m程度の間隔を確保） 

   ・式への参列者は、卒業生、教職員及び式の進行に必要な在校生の代表とし、卒業

生の保護者の参列も可とする。（高等学校及び中等教育学校は、生徒１人につき保

護者１人まで。特別支援学校は各校の実情に応じる。） 
 

 

（２）市町村立学校 

上記の県立学校における対応を踏まえた上で、必要に応じて県教育委員会と協議し、そ

れぞれの地域における感染状況に応じた対応をとるよう、市町村教育委員会に依頼する。 
 
 
２ 県立社会教育施設における対応について  

 

○ 社会教育施設については、基本的な感染防止対策を徹底しながら、まん延防止等重

点措置の実施期間中は次のとおり対応する。 
・博物館・美術館は、事前予約された方に限り入館を可能とする。 
・図書館は、通常どおり開館する。なお、一定の人数を超えた場合、入場制限を行う。 
・博物館・美術館、図書館における講座等については、事前予約制により実施する。 

 
 
 
※ なお、この対応は、今後の本県の感染状況及び国の動向等によって変更することがある。 
※ この対応について、速やかに県立学校、市町村教育委員会、県立社会教育施設に通知す

る。 
 

  
 

 



 

 

令和 4 年 1 月 19 日 

令和４年度神奈川県公立高等学校入学者選抜における
新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る新たな対応
について 

現在、本県においても、感染力が強い変異株（オミクロン株）による感染が拡大していることから、

令和４年度神奈川県公立高等学校入学者選抜における受検者の受検機会の更なる確保を図る

ため、次のとおり対応することとしますのでお知らせします。 

１ 公立高等学校入学者選抜（共通選抜）における追検査の日程変更について 
〇 令和４年度入学者選抜の共通選抜（２月 15 日（火曜日）から実施）において、新型コロナウイ

ルス感染者又は濃厚接触者と認定された受検者の受検機会の確保を図るため、２月 21日（月

曜日）に予定していた追検査の日程を、学力検査日（２月 15 日（火曜日））から 10 日後の２月

25 日（金曜日）に変更します。 

   また、２月 22 日（火曜日）及び 24 日（木曜日）に予定していた一般募集クリエイティブスクー

ル、連携型中高一貫教育校連携募集(県立愛川)及びインクルーシブ教育実践推進校特別募

集の追検査も２月 25 日（金曜日）に変更します。 

２ 公立高等学校入学者選抜（定通分割選抜）における追加の検査の実施について 
〇 新型コロナウイルス感染者又は濃厚接触者と認定され、定通分割選抜（３月 11日（金曜日））

を受検できなかった受検者を対象として、３月 25 日（金曜日）に定通分割選抜の追加の検査

を実施します。 

 

［参考］ 入学者選抜日程と各検査の対象者 

〇 共通選抜 

入学者選抜日程 各検査の対象者 

２月 15 日（火曜日） 学力検査等 ・発熱等の体調不良のない者 

・濃厚接触者のうち、陰性で無症状などの条件を満

たす者 

２月 25 日（金曜日） 「追検査」 

学力検査等 

・インフルエンザを含めた体調不良のために２月 15

日の検査を受検できなかった者 

・新型コロナウイルス感染者又は濃厚接触者と認定さ

れたため、２月 15 日の検査を受検できなかった者 

３月１日（火曜日） 合格発表 

「追加の検査」志願状況公表 

 

参考 



 

 

３月 10 日（木曜日） 「追加の検査」

学力検査等 

・新型コロナウイルス感染者又は濃厚接触者と認定さ

れたため、２月 15 日の学力検査等及び 25 日の追検

査を受検できなかった者のうち、「追加の検査」の受

検を希望する者 

３月 16 日（水曜日） 「追加の検査」

合格発表 

※「追加の検査」の受検者のうち、進

路未決定者がいる場合には、別途

対応する。 

 

 

〇 定通分割選抜 

入学者選抜日程 各検査の対象者 

３月 11 日（金曜日） 学力検査等 ・発熱等の体調不良のない者 

・濃厚接触者のうち、陰性で無症状などの条件を満

たす者 

３月 18 日（金曜日） 合格発表 

「追加の検査」志願状況公表 

  

３月 25 日（金曜日） 「追加の検査」

面接等 

・新型コロナウイルス感染者又は濃厚接触者と認定さ

れたため、３月 11 日の検査を受検できなかった者の

うち、「追加の検査」の受検を希望する者 

※受検生の状況により、書類選考による選抜も行う。 

３月 29 日（火曜日） 「追加の検査」

合格発表 

   

 



オミクロン株による
感染急拡大への対応

（病床確保フェーズの引き上げ）

神奈川県 医療危機対策本部室
2022年1月19日



2

推計値と実績値の比較～新規発生患者

〇 （図1）では、1月2日から新規発生患者数が前日比1.41倍（2日で2倍）で推移した場合の推計と
実績値及び直近7日間の増加率（1.2倍）で推移した場合の推計との比較を行った。

〇 （図２）では、直近7日間の増加率（1.2倍）で推移した場合の1月31日までのシミュレーションを
行った。

◇（図１）新規発生患者数の推計と実績の比較 ◇（図2）新規発生患者数の推計（直近7日間の増加率）

2022年1月18日現在

※2022年1月18日の新規発生患者数は速報値
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急激に入院患者増加している
○ 直近７日間の入院者の増加率（1.15倍）で入院者が増加していくと、10日後にはフェーズ３の確保
病床の85％に相当する病床（1445床）に、1３日後には、災害特別フェーズの確保病床の85％に相
当する病床（2125床）に到達する可能性がある。

◇（図3）入院者数の推計と実績の比較

◇（表）推計により確保病床数の85％を超える日

※2022年1月18日の入院患者数は速報値

確保病床数
確保病床数
（85%）

85％を
超える日

入院患者数
（推計）

災害特別フェーズ 2500床 2125床 1月31日 2345人
フェーズ4 2100床 1785床 1月29日 1789人
フェーズ3 1700床 1445床 1月28日 1562人



「医療従事者の出勤停止状況日次調査」

○1月17日（月）の出勤停止者数は、県内で464人（速報値）。
○回答医療機関は127でした（回答率６５．４％）

◇職種別の出勤停止人数（1月17日） ◇認定区分別の出勤停止人数



第6波の入院患者の特性

5

コロナ病棟に入れるしかない
コロナ病床の需要高まるが、診療内容はそれぞれの疾患

他の疾患で入院の必要がある患者がコロナ感染
⇒コロナ病棟で種々の疾患（肺炎に限らない）を診る体制必要
⇒必ずしもコロナ自体は重症ではない



第6波の実状と展開？

6

冬場は病床利用率が高い時期にあたるため、
延期可能医療の延期「県医療緊急非常対応指針」発動で病床確保するか・・・

「災害フェーズ」への引き上げ？

コロナ病棟の需要は高い
コロナ病床の需要高まるが、診療内容はそれぞれの疾患



一般検査事業（無料検査）の期間延長

オミクロン株による感染拡大を踏まえ、令和３年12月28日から令和４年１月31日まで
の期間を対象に、感染拡大傾向時の一般検査事業(無料検査）を実施してきたが、対象
期間を延長する。
■延長期間 令和４年２月28日まで（予定）※国と協議して決定
■対象範囲 県内在住で、感染不安を感じる方（無症状者）
(検査拠点数：１月18日現在登録数 381か所）

期間 PCR・抗原定量 抗原定性 計

検査数
（件）

陽性数
（件）

陽性率
（％）

検査数
（件）

陽性数
（件）

陽性率
（％）

検査数
（件）

陽性数
（件）

陽性率
（％）

12/21～12/26 86 0 0.0% 1 0 0.0% 87 0 0.0%

12/27～１/２ 5,312 8 0.2% 1,954 0 0.0% 7,266 8 0.1%

１/３～１/９ 6,283 130 2.1% 1,458 21 1.4% 7,741 151 2.0%

計 11,681 138 1.2% 3,413 21 0.6% 15,094 159 1.1%

【（参考）これまでの実績】 （速報値、ワクチン・検査パッケージ定着促進事業を含む）



1/14 厚労省通知に基づくオミクロン感染者の取扱い変更等について
令和4年1月5日（1月14日一部改正）厚労省事務連絡
「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」

令和3年11月30日（1月14日一部改正）厚労省事務連絡
「B.1.1.529系統（オミクロン株）の感染が確認された患者等に係る入退院及び
濃厚接触者並びに公表等の取扱いについて」

L452Rの陰性率が70%を超える自治体は、次の対応を行うことができる

陽性者の扱い 濃厚接触者の扱い

• COVID-19陽性者はオミクロン感染者として扱う
• ワクチン接種の有無に関わらず、発症日（検体
採取日）から10日後に療養解除

※これまでの療養解除基準と同様（２回陰性確認必須としない）

• 入院時も他の検査陽性者と同室可（陰圧不要）
• 重症患者は変異株ＰＣＲ検査及びゲノム解析が
必要

• COVID-19陽性者の濃厚接触者はオミクロン
感染者の濃厚接触者として扱う

• 待機期間は、最終曝露日から10日間
• 無症状の社会機能維持者※は次の取扱が可能

検査費用は事業主が負担した上で、
・PCR/抗原定量検査…6日目
・抗原検査キット…6日目と7日目

…に陰性が確認できれば待機を解除できる

積極的疫学調査実施要領を基本とし

神奈川県では、L452R陰性
率78.3%(1月9日現在)のため、

次の対応とする

※社会機能を維持するために必要な事業に従事する者

従来の基準の通り、発症日から10日間経過以前に症状軽快した
場合に、症状軽快後24時間経過後にPCR検査で2回連続陰性が確
認された場合も退院可能



神奈川県における社会機能維持者の事業者

1

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和3年11月19日（令和4年1月●日変更）新型コロナウイルス感染症対策本部決定）の「（別
添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者」に揚げる事業を参考として、自治体が適当と認める事業に従事する者。

• 全ての医療関係者
• 医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医
療機器の輸入・製造・販売、献血を実施する採血業、
入院者への食事提供等、患者の治療に必要な全ての
物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。

１.医療体制の維持

２.支援が必要な方々の保護の継続

• 高齢者、障害者等特に支援が必要な方々の居住や支
援に関する全ての関係者（生活支援関係事業者）

• 生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害
者支援施設等の運営関係者のほか、施設入所者への
食事提供など、高齢者、障害者等が生活する上で必
要な物資・サービスに関わる全ての製造業、サービ
ス業を含む。

• 自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るた
めに不可欠なサービスを提供する関係事業者
①インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、

上下水道、通信・データセンター等）
②飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・

加工・流通・ネット通販等）
③生活必需物資提供関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・

ネット通販等）
④宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係

（百貨店・スーパー・コンビニ、ドラッグストア、ホームセンター等）
⑤家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等）
⑥生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、

獣医等）
⑦ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等）
⑧冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等）
⑨メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等）
⑩個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係

る設備・サービス、自家用車等の整備等）

３.国民の安定的な生活の確保



神奈川県における社会機能維持者の事業者

2

• 社会の安定の維持の観点から、緊急事態宣言の期間中
にも、企業の活動を維持するために不可欠なサービス
を提供する関係事業者の最低限の業務継続
①金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカード

その他決裁サービス等）

②物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・

港湾管理、航空・空港管理、郵便等）

③国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機・潜水

艦等）

④企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナ

ンス、セキュリティー関係等）

⑤安全安心に必要な社会基盤（河川や道路等の公物管理、公共工

事、廃棄物処理、個別法に基づく危険物管理等）

⑥行政サービス等（警察、消防、その他の行政サービス）

⑦育児サービス（託児所等）

４.社会の安定の維持

• 医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難な
もの（高炉や半導体工場等）、医療・支援が必要な人の
保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプライ
チェーン上の重要物を含む。）を製造しているものにつ
いては、感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、
国民生活・国民経済維持の業務を支援する事業者等

• 学校等については、児童生徒等や学校の学びの継続の観
点等から、「学校における新型コロナウイルス感染症に
関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ、事業継続を要
請する。

５.その他



            知事メッセージ 

 
圧倒的な感染力を持つオミクロン株によって、本県の新規感染者は、

わずかな期間で激増しました。 

現時点では、本県の病床はひっ迫している状況にありませんが、若者

を中心に広がっている感染が、今後、重症化リスクの高い高齢者に広が

れば、あっという間に病床がひっ迫する事態になりかねません。 

 また、いわゆるエッセンシャルワーカーが、感染等により出勤できず、

社会経済活動が麻痺する恐れも生じています。 

この切迫した状況を踏まえ、本日、国は、本県を含む首都圏１都３県

などに対して、１月 21 日から２月 13 日までの間、特措法に基づくまん

延防止等重点措置の適用を決定しました。 

 これを受け、県は、県民や事業者の皆さんに次の事項を要請します。 

 

〔県民の皆さんへ〕 

 人混みは危険という意識を強く持って、混雑を避けるほか、マスク

飲食や、Ｍ・Ａ・Ｓ・Ｋの基本的な感染防止対策を徹底してください。 

また、マスク飲食実施店に認証していない飲食店や、21 時以降に開

いている飲食店には行かないでください。 

今後、気を付けるべきは、高齢者に感染を広げないことです。改め

て「一人ひとりが徹底用心」をお願いします。 

 

〔事業者の皆さんへ〕 

〇 マスク飲食実施店の認証店は、 

「営業時間は 21 時まで、酒類の提供は 20 時まで」または、 

「営業時間は 20 時まで、酒類の提供はなし」のいずれかを選択してく 

ださい。時短要請に応じていただいた店舗には協力金を支払いますが、 
どちらを選択したかにより金額は異なります。 
 

 人数は、１テーブル４人までとします。ただし、結婚披露宴や法事

などの慶弔行事で飲食店を利用する場合は、当日全員が検査を行い、

陰性が確認できた場合は、人数制限はなしとします。 

 



〇 マスク飲食実施店の非認証店は、 

「営業時間は 20 時まで、酒類の提供はなし、１テーブル４人以内」と

します。 

〇 非認証店についても、時短要請に応じていただいた店舗には協力金

を支払います。 
〇 大規模イベントは、感染防止安全計画を策定し、県の確認を受けた

場合、人数上限は２万人とします。ただし、当日２万人を超える範囲

の入場者全員が検査を行い、陰性が確認できた場合は、人数は収容定

員までとします。 

〇 医療、福祉、ライフラインなどの事業者は、従業員の十分な感染防

止対策を取りつつ、感染者や濃厚接触者が多く発生した場合であって

も、業務継続を図るよう努めてください。 

 

 県は、昨年末に病床の確保フェーズを３に引き上げるほか、宿泊療養

施設のさらなる確保や、自宅療養者の支援体制の強化など、先手先手で、

医療提供体制の確保に取り組んできました。 

こうした中、このたびのまん延防止等重点措置の適用によって、県民

や事業者の皆さんに、再びご負担をおかけすることとなり、大変心苦し

いですが、24 日間にわたる措置で、この危機を早期に収束できるよう、

ご理解、ご協力をお願いいたします。 

 
令和４年１月 19 日 

     神奈川県知事 黒岩 祐治    



医療逼迫の回避に向けた戦略と
新型コロナワクチン追加接種

神奈川県 医療危機対策本部室
2022年1月19日



医療逼迫を回避するための６つの戦術

2

医療負荷
軽減

入院出口の対応

入
院
入
口
の
対
応

入院優先度判断スコア
と地域療養モデル展開

①

中和抗体療法の対象者
早期抽出と早期治療

②

経口抗ウイルス薬を含む
早期薬剤投与

③

中和抗体療法実施後の
安定患者の退院調整

⑤
療養期間10日経過者の
後方支援病院への転院

⑥

ハイリスク高齢者に的
を絞った対策

④



１－２．高齢者対策に重要性
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高齢者の2回接種後の感染、⼊院以上の重症化が懸念される

高齢者、特に集団生活をする施設のクラスターの阻止が医療逼迫回避に重要

ワクチンを2回接種しても
感染阻止可能なレベルの

免疫が獲得されない人がいる
ワクチン接種後半年経過で

中和抗体価が低下

高齢者の
特性

オミクロンの
特性

ワクチン接種で生成された
中和抗体ではオミクロンに

効果が低い



１－３．高齢者施設におけるクラスター発生状況
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１－４．医療スタッフの病欠問題
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オミクロンはアメリカの病院スタッフを一掃する

• US Department of Health and Human Services (HHS) のデータ
では、141,385の病床ベッドが現在、COVID-19に使用されて
いて、2021年1月のピークに達しようとしている。

• しかし、病棟スタッフの不⾜でベッドが埋められない事態
が起こっている

• 24％の病院がスタッフ不⾜を報告しており、選択的外科手
術を制限したり、危機的標準ケアを考慮している。

• 救急隊が病気で離脱することにより、1月7日コロラド州は
危機的ケア基準を再開した。

（出典）CIDNAP” Omicron surge sweeps through US hospital staff”
https://www.cidrap.umn.edu/news-perspective/2022/01/omicron-surge-sweeps-through-us-hospital-staff

https://www.cidrap.umn.edu/news-perspective/2022/01/omicron-surge-sweeps-through-us-hospital-staff


１－５．沖縄県における医療スタッフの欠勤問題
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（出典：2022年１月14日琉球新報）

感染の急拡⼤により、医療従事者が⼤量⽋勤
コロナ医療・救急医療等が逼迫

• 重点医療機関を含む90か所で、医療従事者が
989人欠勤

• コロナ専用病床を648床→631床に修正

• 救急部⾨の⼀部制限、⼀般外来の制限を⾏って
いる医療機関もある。



２－１．【ワクチン】 早期接種を目指す対象者と市町村の取組状況
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医療従事者 高齢者施設
入所者及び従事者 一般高齢者

想定接種対象者数
（接種間隔）

約２７万人
（６ヶ月）

約２５万人
（６ヶ月）

約１９８万人
（７ヶ月（６ヶ月））

前倒し接種
取り組み状況

実施中 ３０自治体
１月中に開始 ３自治体

実施中 １１自治体
１月中に開始 ２２自治体

１月中に開始 １１自治体
２月中に開始 ２２自治体

備考 １月中に全市町村が
開始予定

１月中に全市町村が
開始予定

２月中に全市町村が
開始予定



２－２．早期に追加接種を⾏うべき対象者（県の考え⽅）

8

（12/17付け県通知より）
前倒し接種に係る基本方針について

医療従事者及び
高齢者施設（重点４区分）

入所者及び従事者
1

その他高齢者施設⼊所者及び従事者2

通所サービス事業所の利用者及び従事者3

病院・有床診療所の⼊院患者4

（12/16第8回感染症対策協議会より）
ハイリスク高齢者施設の接種優先順位

重点４区分

特別養護⽼人ホーム1

介護⽼人保健施設2

介護医療院3

介護療養型医療施設4



２－３．追加接種の規模感、接種完了を目指す目標時期

優先順位 対象者種別 対象者の人数
(２回接種完了者数)

接種完了
目標時期

１

神奈川モデル認定医療機関 １９４機関

１⽉末〜２⽉上旬発熱診療等医療機関 1,940機関

高齢者施設等（重点４区分）の
入所者及び従事者 約6万人+約4万人

１ʻ 上記以外
高齢者施設等の入居者及び従事者 約９万人＋約６万人 ２月上旬〜２月末

２ 上記以外 医療従事者 約27万人の⼀部 ２月末

３ ⼀般高齢者 （65歳以上） 約198万人 ３月末

４ ⼀般県⺠（18-64歳） 約445万人 ９月末

合計 約685万人
(VRS実績より)

9



２－４．市町村別 追加接種実績
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市町村 接種件数 接種率

横浜市 24,326 0.76%
川崎市 11,685 0.91%
相模原市 7,236 1.18%
横須賀市 2,920 0.85%
平塚市 2,132 0.97%
鎌倉市 1,099 0.72%
藤沢市 5,515 1.49%
小田原市 2,778 1.70%
茅ヶ崎市 2,928 1.42%
逗子市 334 0.65%
三浦市 119 0.31%
秦野市 1,273 0.92%
厚木市 1,792 0.94%
大和市 1,807 0.88%
伊勢原市 1,249 1.46%
海⽼名市 1,102 0.96%
座間市 903 0.80%

0.72%
0.77%
0.89%
0.92%
1.08%
1.06%

19.7%
22.9%
23.9%

32.1%
42.8%

44.7%
45.5%
46.7%

53.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

神奈川
大阪
埼玉
東京
千葉
日本

オーストラリア
中国

アメリカ
カナダ

フランス
イタリア

韓国
ドイツ

イギリス市町村 接種件数 接種率

南足柄市 423 1.18%
綾瀬市 708 0.99%
葉⼭町 158 0.57%
寒川町 360 0.87%
大磯町 181 0.64%
二宮町 185 0.75%
中井町 69 0.85%
大井町 171 1.16%
松田町 174 1.81%
⼭北町 95 1.07%
開成町 265 1.78%
箱根町 34 0.33%
真鶴町 58 0.89%

湯河原町 405 1.83%

愛川町 226 0.65%
清川村 22 0.88%
県合計 72,732 0.92%

神奈川

日本（全国）

東京
埼玉
⼤阪

千葉

※全人口（1歳から17歳を含む）に対する割合 （国内についてはデジタル庁提供データを引用）
※各国数値の出典︓札幌医科大学（https://web.sapmed.ac.jp/canmol/coronavirus/vaccine.html）

※18歳以上の人口に対する割合 （VRSデータ）

（令和4年1月17日時点）

（令和4年1月16日時点）

※本実績データはVRSデータを参照しており、接種券が届く前に
前倒し接種を⾏う接種施設が多いことから、実際の接種件数とは
乖離している。

https://web.sapmed.ac.jp/canmol/coronavirus/vaccine.html


（参考）初回接種（１回目・２回目接種）の⽉別接種完了者数
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２回接種完了時期
(令和３年４〜12月) 〜4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

1 医療従事者 5.0 11.5 6.8 3.4 0.6 0.1 0.1 0.0 0.0 27.5 

2 高齢者
65歳以上 0.0 1.6 58.0 124.6 20.0 4.5 2.9 1.4 0.3 213.4 

3
⼀般県⺠
12〜64歳
(18〜64歳)

0.0
(0.0) 

4.2
(4.2) 

6.3
(6.3) 

44.4
(44.2) 

130.5
(128.9) 

127.2
(120.1) 

125.4
(107.6) 

35.9
(29.4) 

5.3
(4.2) 

479.2
(444.9) 

合計 5.0
(5.0) 

17.3
(17.3) 

71.1
(71.1) 

172.3
(172.1) 

151.2
(149.5) 

131.9
(124.8) 

128.4
(110.6) 

37.3
(30.8) 

5.6
(4.5) 

720.1
(685.7) 

(令和４年１月10日時点VRSデータ)

(単位＝万人)



２－５．ワクチンの供給予定

12

医療従事者 高齢者 その他 対象者
合計

ワクチン供給量

１ ２月末までの
対象者 約２７万人 約１８４万人 約１０万人 約２２１万人

（2/7の週まで）

２４９万回
ファイザー41％
モデルナ59％

２ ３月末までの
対象者 約２７万人 約２０９万人 約１８３万人 約４１９万人

（3/7の週まで）

４３９万回
ファイザー45％
モデルナ55％

３ ４月末までの
対象者 約２７万人 約２１２万人 約３０４万人 約５４３万人

（4/4の週まで）

５９２万回
ファイザー42％
モデルナ58％

（令和4年1月13日時点VRSデータ実績）



２－６．県が⾏う市町村への⽀援
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実施
済み

医療従事者向け自院接種を行った医療機関リストの共有
• 2021年3月から始まった医療従事者向け接種の際に、ワクチンの配送を受けて自院の医療従事

者接種に接種を行った医療機関の情報を市町村に共有
• 2021年10月に県から自院接種機関あて３回目接種時の自院接種の意向確認を行い、調査結果

を市町村に共有

取組み
① 医療従事者等に向けた大規模接種会場を設置（モデルナ・AZ）

取組み
② ３回目接種用にLINEキャンセル待ちシステムを引き続き提供

取組み
④ 今後も副反応発生時の対応体制を提供

取組み
③ 前倒し接種に必要なワクチンの供給量を国と調整



２－７．県大規模接種会場の概要
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接種期間 1/22（土）・25（火）・30（日）・31（月）
２，３月 各月15日程度

会場 新横浜国際ホテルマナーハウス南館

対象者
２回目接種完了から６か月以上経過した１８歳以上の方のうち
・県内在住、在勤の医療従事者
・県内在住、在勤の高齢者施設等の従事者等

接種予定者数 期間中合計４万人程度（800〜1,200人／日）

使用ワクチン 武田／モデルナ社製ワクチン

国・県の方針を踏まえ、
１⽉から前倒しして実施



２－８．ワクチン接種体制等の県相談窓口
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電話番号 市町村専用の直通番号を別途お知らせしています
担当 安藤・宮崎ほか全10名

※市町村別で担当を配置しています

県医療危機対策本部室ワクチンチーム
（市町村支援担当）

接種をすすめるにあたり、お困りの際は
各市町村別に配置した県の市町村支援担当へご相談ください。
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